
部局名： 防災危機管理監 H21.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先　住所　氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

1 防災危機管理監 危機管理防災課 H20.4.1
長崎県防災ヘリコプ
ター運航管理業務委
託

89,223,015
大村市箕島町５９３－２
オリエンタルエアブリッジ（株）
代表取締役社長　村岡　一孝

県内唯一の航空会社であり、県内で営業している
民間ヘリコプター会社が他にない。また、防災ヘリ
導入当初からの運航実績を持ち、県内の地理的気
象的条件を熟知し、航空消防防災活動に対する経
験、知識も豊富であり、特別な訓練なしに業務の遂
行が可能であるため。

第167条の2
第1項第2号

2 防災危機管理監 危機管理防災課 H20.4.1
放射線監視システム
保守業務委託

9,555,000
長崎市万才町４－１５
三菱電機株式会社長崎支店
支店長　宮上　良雄

　本システムは平成１３年度に三菱電機㈱長崎支
店が導入したものである。
　ＳＰＥＥＤＩシステムという緊急時迅速放射能影響
予測ネットワークシステムと接続された放射線監視
の測定局という特殊防災機器であり、左記業者に
限定される。

第１６７条の２
　第１項　第２号

3 防災危機管理監 危機管理防災課 H20.4.1
震度情報ネットワー
クシステム保守点検
業務委託

4,042,500
佐世保市万徳町４－１８
エコー電子工業株式会社
代表取締役　小林　啓一

エコー電子工業株式会社は、本システムの設置工
事施行業者であるが、防災機器及び電子機器の特
殊性からシステムのプログラムは非公開であり、他
業者に委託できない。
また、市町からのデータ通信は、防災行政無線（衛
星系）でおこなっているが、これらの保守管理にも
精通している。
以上より、左記業者に限定される。

第１６７条の２
　第１項　第２号

4 防災危機管理監 危機管理防災課 H20.4.1
防災気象情報システ
ム通信端末借上

4,878,615

東京都港区芝３丁目１番１４
号
株式会社ウェザーニューズ
代表取締役　草開　千仁

業者の防災気象情報システム通信端末機に入って
いる、非常に優れた気象情報ソフトは、県の防災活
動に大いに役立つものであり、他の気象情報提供
会社のサービスでは代替できない。（特に、防災ヘ
リコプターの運航判断に関する情報は優れたもの
である）。
また、当端末機は、衛星通信回線を利用する関係
で、導入時に県庁内の配線工事等を実施している
ため、容易にメーカーの変更ができない。

第１６７条の２
第１項第２号

平成20年度 限度額を超えた随意契約情報一覧表

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥ 100万円
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5 防災危機管理監 消防保安室 H20.4.21
危険物の取扱作業の
保安に関する講習事
務委託

5,819,352
長崎市江戸町２番１号
（社）長崎県危険物安全協会
会長　　平　　　昇

同協会は会員情報により法定保安講習の受講義
務者を的確に把握する体制を有しており、効果的な
法定講習を実施できる。また、同協会は（財）全国
危険物安全協会からの支援体制を有しており、全
国同一水準の講習レベルの確保ができ、同業務を
受託できる団体は他にない。

第１６７条の２
第１項第２号

6 防災危機管理監 消防保安室 H20.5.30
工事整備対象設備等
の工事又は整備に関
する講習事務委託

3,092,880

長崎市桶屋町５０－１
（財）長崎県消防設備保守協
会
理事長　　梁　瀬　　俊　正

工事整備対象設備等の工事・整備に関し専門的か
つ高度な知識を有する団体が他にない。

第１６７条の２
第１項第２号

7 防災危機管理監 危機管理防災課 H20.11.4
放射線監視テレメータ
機器修繕

22,575,000
長崎市万才町４－１５
三菱電機株式会社長崎支店
支店長　宮上　良雄

　本システムは三菱電機株式会社長崎支店が平成
13年度に設置したものである。
　 本更新に当たり、複雑かつ多岐にわたる各局（鷹
島監視局、副監視局）との通信及び制御等を考慮
し、システムプログラム全体を調整する必要があ
る。
　 各データを通信・制御するプログラムは、設置し
た上記業者が制作し、処理ロジックの著作権を保有
している。 今回発生するプログラムの調整ができる
のは、著作権をもつ設置業者のみである。

第１６７条の２
第１項第２号

8 防災危機管理監 危機管理防災課 H20.11.25
防災ヘリコプター４８０
０時間点検整備

61,950,000

愛知県西春日井郡豊山町大
字豊場字岡山１番地
セントラルヘリコプターサービ
ス（株）
代表取締役　平木　寛

高い安全性が要求される航空機において、点検整
備の重要性は極めて大きく、製造メーカーの知識や
技術に基づく点検が必要である。本県所有の防災
ヘリコプターＢＫ１１７型の法定点検整備を最も高い
信頼性をもって行えるのは、製造メーカーの点検整
備事業譲渡先であり、メーカーが国内で唯一特別
指定メンテナンスセンターと認定しているセントラル
ヘリコプターサービス株式会社のみであるため。

第167条の2
第1項第2号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥ 100万円
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9 防災危機管理監 消防保安室 H21.1.15
消防団員確保のため
のホームページ作成
業務委託

3,360,000

長崎市扇町３３番４０号
有限会社ランカードコム
取締役　　峰松　浩樹

本事業は、消防団員の確保と消防団の体制強化を
図ることを目的として、県内の消防団及び消防関係
機関が情報提供可能な県内ネットワークを構築し、
消防団のＰＲを行うものである。企画コンペ方式を
採用し、公募に応じ提案のあった４社からの企画案
を審査委員会で審査のうえ、１社を選定した。その
後、同社から見積書を提出させ、随意契約を締結し
た。

第167条の2
第1項第2号

10 防災危機管理監 危機管理防災課 H21.3.2
防災ヘリコプター航空
保険料

9,382,670

長崎市万才町３－１６
株式会社　損害保険ジャパン
長崎支店
長崎支店長　　藤田　淳

航空保険は、保険業法第101条の規定により独占
禁止法適用除外とされ、「日本航空保険プール」に
よって料率等が一元的に決定されるため。

第167条の2
第1項第2号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥ 100万円


